
第７節 災害医療



主要な疾病・事業ごとの保健医療体制

災害医療

１．はじめに

災害の種類

災害は、自然災害と人為的な要因による人為災害に大別されます。

いずれも被災区域が広域的なもの（広域災害）と、局地的な範囲に留まるもの（局

地災害）があり、また発生場所、発生時刻、発生時期により被災・被害の程度は大き

く異なります。

（１）自然災害

代表的な自然災害としては、地震、風水害等があります。平成 （ ）年３月

の東日本大震災では、死者、行方不明者が２万人近くに上りました。

また、平成 （ ）年４月には熊本県を中心とした地震により、死傷者が２千

人近くに上りました。

さらに集中豪雨も近年は増加しており、平成 （ ）、 （ ）年には計

個の台風が上陸し大きな被害をもたらしました。県内でも、平成 （ ）年９月

の台風 号による紀伊半島大水害では、大規模な土砂災害により、県内で 名が犠

牲となり、 人近い住民が避難を余儀なくされました。

遠くない時期の発生が懸念されている東海、東南海・南海地震や、集中豪雨に対す

る災害医療体制の構築が求められています。

（２）人為災害

鉄道事故、道路災害及び大規模な火災等が挙げられます。特に鉄道事故では平成

（ ）年４月のＪＲ福知山線脱線事故、道路災害では平成 （ ）年４月の

群馬県内関越自動車道における高速バス事故、同 月の山梨県内中央自動車道にお

けるトンネル事故等、高速・大量輸送システムの進展により、ひとたび事故が発生し

た場合には重大な被害が発生するおそれがあります。

２．災害医療の提供体制

災害発生時に提供すべき医療は、時間の経過に伴い刻々と変化します。

特に一般的に急性期とされる災害発生後 時間は、被災地へ重点的に医療資源を

投入することにより救命医療を行い、重症傷病者を被災地外に搬送することで「助け

られる命を一人でも多く助ける」必要があります。

また、急性期以降は、避難所等で避難生活を強いられる被災者の生命を守るため、

医療救護班、保健支援班、ＤＰＡＴなどの医療提供が必要となります。

（１）災害拠点病院

１）定義 
災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等、高度の診療機能を有し、被

災地からの患者の受入れ、広域医療搬送に係る対応等を行う医療機関であり、平成
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（ ）年４月現在、全国で 病院が指定を受けています。災害拠点病院に求

められる機能は以下のとおりです。

○災害時に多発するおそれのある重篤救急患者（多発外傷、挫滅症候群、広範囲

熱傷等）の救命医療を行う高度の診療機能

○患者受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機能

○自己完結型の災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）派遣機能

○地域の医療機関への応急用資機材の貸し出し機能

２）指定状況 
災害拠点病院には、救命救急センターまたは第二次救急医療機関であること、診

療施設が耐震構造であること、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を保有すること等

の要件があります。

県における災害医療の中心的役割を担う基幹災害拠点病院として、奈良県立医科

大学附属病院、また、各保健医療圏で中心的役割を担う地域災害拠点病院として、

奈良県総合医療センターをはじめとする６病院の合計７病院が指定を受けていま

す（図１）。

災害拠点病院が、その役割を充分に果たすには、病院毎の災害に備えた訓練が重

要であるとともに、地域の病院や関係機関との連携が必要となります。

（２）災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ（ディーマット）：

）

１）定義 
災害の発生直後の急性期（概ね 時間以内）に活動できる、機動性を持ち専門

的訓練を受けた医療チームで、全国で チームが編成されています（平成

（ ）年４月１日現在）

医師、看護師及び主にロジスティクス※ を担当する業務調整員で構成され、災害

発生後速やかに被災地に入り医療救護班の活動開始まで、「被災地内におけるトリ

アージ※ や緊急治療」、「患者を近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・処

置」、「被災地内の医療機関における医療支援」等を行う役割を担っています。

２）整備状況 
基幹災害拠点病院である奈良県立医科大学附属病院をはじめとして、９病院をＤ

ＭＡＴ指定病院として指定し、 チームが整備（平成 （ ）年 月末時点）

されています（表１、図１）。

災害時にＤＭＡＴが迅速に出動するためには、各病院における複数ＤＭＡＴの保

有や、参集体制の確立等、更なる体制の充実が望まれます（表１）。

※ ＤＭＡＴ活動に関わる通信、移動手段、医薬品、生活手段等の確保及びＤＭＡＴ活動に必要な連絡、調整、情報収

集等の業務 
※  災害発生時等に多数の傷病者が同時に発生した場合、傷病者の緊急度や重症度に応じて適切な処置や搬送を行うた

めの傷病者の治療優先順位を決定すること 
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表１ ＤＭＡＴ指定病院及びＤＭＡＴ整備状況（平成 年 月末時点）

保健医療圏 ＤＭＡＴ指定病院名 ＤＭＡＴ整備数（チーム）

奈良保健医療圏
○奈良県総合医療センター

○市立奈良病院

東和保健医療圏
○済生会中和病院

宇陀市立病院

西和保健医療圏
○近畿大学医学部奈良病院

奈良県西和医療センター

中和保健医療圏
◎奈良県立医科大学附属病院

○大和高田市立病院

南和保健医療圏 ○南奈良総合医療センター

◎基幹災害拠点病院、○災害拠点病院

３）編成・出動方針 
チームは災害拠点病院等の職員で編成され、県との協定に基づき被災地に出動し

ます。

災害発生時に、県は「奈良ＤＭＡＴ設置運営要綱」、「奈良ＤＭＡＴ運用計画」、

「奈良ＤＭＡＴ運用マニュアル」等に基づき、被災状況（傷病者の人数、傷病の程

度等）に応じて出動要請の要否を判断します。

ＤＭＡＴの出動が効果的と認められる場合、県はＤＭＡＴ指定病院に対して出動

を要請します。

なお、被災地域へのＤＭＡＴの複数派遣や追加派遣、円滑な医療救護班への活動

の引継、県内で大規模災害が発生した場合の他都道府県から参集するＤＭＡＴの受

入等について的確な判断を行うため、県では専門的な知識を有する者をＤＭＡＴコ

ーディネーターとして委嘱しています。

４）派遣実績 
東日本大震災時（平成 （ ）年３月）に奈良県立医科大学附属病院、県立

奈良病院、市立奈良病院から合計４チームが、紀伊半島大水害時（平成 （ ）

年９月）には奈良県立医科大学附属病院から１チームが被災地に派遣されています。

また、平成 （ ）年６月に台風４号、５号が接近した際には、紀伊半島大

水害で道路が寸断されたことを踏まえ、奈良県立医科大学附属病院、県立奈良病院、

市立奈良病院、県立五條病院から各１チームが傷病者の発生に備えて南和地域（十

津川村、野迫川村、上北山村）へ出動しました。

平成 （ ）年４月の熊本地震では、全ＤＭＡＴ指定病院（発災時時点）か

ら１チームずつ、計８チームを被災当日に被災地へ派遣しました。
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（ ）年４月現在、全国で 病院が指定を受けています。災害拠点病院に求

められる機能は以下のとおりです。

○災害時に多発するおそれのある重篤救急患者（多発外傷、挫滅症候群、広範囲

熱傷等）の救命医療を行う高度の診療機能

○患者受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機能
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２）指定状況 
災害拠点病院には、救命救急センターまたは第二次救急医療機関であること、診

療施設が耐震構造であること、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を保有すること等

の要件があります。

県における災害医療の中心的役割を担う基幹災害拠点病院として、奈良県立医科

大学附属病院、また、各保健医療圏で中心的役割を担う地域災害拠点病院として、

奈良県総合医療センターをはじめとする６病院の合計７病院が指定を受けていま

す（図１）。

災害拠点病院が、その役割を充分に果たすには、病院毎の災害に備えた訓練が重

要であるとともに、地域の病院や関係機関との連携が必要となります。

（２）災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ（ディーマット）：

）

１）定義 
災害の発生直後の急性期（概ね 時間以内）に活動できる、機動性を持ち専門

的訓練を受けた医療チームで、全国で チームが編成されています（平成

（ ）年４月１日現在）

医師、看護師及び主にロジスティクス※ を担当する業務調整員で構成され、災害

発生後速やかに被災地に入り医療救護班の活動開始まで、「被災地内におけるトリ

アージ※ や緊急治療」、「患者を近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・処

置」、「被災地内の医療機関における医療支援」等を行う役割を担っています。

２）整備状況 
基幹災害拠点病院である奈良県立医科大学附属病院をはじめとして、９病院をＤ

ＭＡＴ指定病院として指定し、 チームが整備（平成 （ ）年 月末時点）

されています（表１、図１）。

災害時にＤＭＡＴが迅速に出動するためには、各病院における複数ＤＭＡＴの保

有や、参集体制の確立等、更なる体制の充実が望まれます（表１）。

※ ＤＭＡＴ活動に関わる通信、移動手段、医薬品、生活手段等の確保及びＤＭＡＴ活動に必要な連絡、調整、情報収

集等の業務 
※  災害発生時等に多数の傷病者が同時に発生した場合、傷病者の緊急度や重症度に応じて適切な処置や搬送を行うた

めの傷病者の治療優先順位を決定すること 
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主要な疾病・事業ごとの保健医療体制
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（３）災害時におけるドクターヘリの活用

県では、重篤な救急患者を迅速に搬送するため、平成 （ ）年３月から奈

良県ドクターヘリの運航を開始しています。また、県南部地域では和歌山県、県北

中部地域では関西広域連合（大阪府）、県東部地域では三重県とのドクターヘリ共

同利用も行っており、紀伊半島大水害時（平成 （ ）年９月）には、道路が

寸断され孤立した、十津川村内の患者を搬送しています。
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図１ 奈良県 「災害拠点病院」・「ＤＭＡＴ指定病院」一覧

平成29年4月現在

◎：基幹災害拠点病院

○：地域災害拠点病院

△： 指定病院

奈良保健医療圏

近畿大学医学部奈良病院

県立医科大学附属病院

西和保健医療圏

東和保健医療圏

中和保健医療圏

南和保健医療圏

済生会中和病院

大和高田市立病院

市立奈良病院

南奈良総合医療センター

奈良県総合医療センター

西和医療センター

宇陀市立病院
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（３）災害時におけるドクターヘリの活用

県では、重篤な救急患者を迅速に搬送するため、平成 （ ）年３月から奈

良県ドクターヘリの運航を開始しています。また、県南部地域では和歌山県、県北

中部地域では関西広域連合（大阪府）、県東部地域では三重県とのドクターヘリ共

同利用も行っており、紀伊半島大水害時（平成 （ ）年９月）には、道路が

寸断され孤立した、十津川村内の患者を搬送しています。
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（４）医療救護班

１）定義 
災害発生直後に活動する災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に続き、被災地におい

て活動する医療チームで、医療機関、医療関係団体の協力を得て、県、市町村、県

医師会、県病院協会、日本赤十字社等が編成、派遣します。

災害現場や救護所において、患者の応急処置・トリアージ、避難所や被災地の巡

回診療等の医療救護活動を行います。

班の構成は医師１～２名、看護師２名、事務１名を標準とし、必要に応じて薬剤

師や保健師等を増員します。

２）編成方針 
県は、奈良県立医科大学附属病院等の災害拠点病院を中心に医療救護班を編成す

るとともに、災害時における協定に基づき医療関係団体と協議し整備を図ります。

市町村においても、地区医師会等の医療関係機関と協議し、医療救護班の整備を

図る必要があります。

また、医療救護活動を円滑に行うためには、市町村、県医師会、地区医師会、県

病院協会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県精神科病院協会、日本赤十

字社奈良県支部等の関係機関との連絡体制の整備が重要となります。

３）派遣実績 

表２ 医療救護班の派遣実績

災害名 派遣先 派遣期間 班数（班） 実人数（人）

東日本大震災 宮城県気仙沼市 平成 年３月 日～６月３日

紀伊半島大水害 奈良県十津川村 平成 年９月８日～ 月 日

熊本地震 熊本県熊本市 他 平成 年４月 日～５月 日 ※

※日本赤十字社奈良県支部と協調して派遣

（５）保健支援班

１）定義 
保健師及び行政に係わる医療技術職（薬剤師、管理栄養士等）は、地域住民の健

康状態や生活状態を分析し、健康課題の予防と対策のために、環境整備や保健指導、

健康相談、健康教育等在宅要支援者の家庭訪問等を行います。

２）編成方針 
保健支援班は、県が中心となってチームを編成します。また、健康相談活動を円

滑に行うためには、市町村、県医師会・地区医師会、県歯科医師会、県看護協会、

県薬剤師会、県病院協会、県精神科病院協会等の関係機関との連絡体制を整備する

とともに、地元自治会等の住民組織と調整を図ることが重要となります。
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３）派遣実績 
表３ 保健支援班の派遣実績

災害名 派遣先 派遣期間 班数（班） 実人数（人）

東日本大震災
宮城県気仙沼市 平成 年３月 日～８月 日

福島県相馬市 平成 年４月１日～５月 日

紀伊半島大水害
奈良県十津川村 平成 年９月８日～ 月 日

奈良県野迫川村 平成 年９月 日～ 月 日

熊本地震 熊本県御船町 平成 年４月 日～６月 日

（６）災害派遣精神医療チーム

（ＤＰＡＴ（ディーパット）： ）

１）定義 
精神科医、看護師、業務調整員等で構成されたチームで、災害の初期段階では、

被災地で機能しなくなった精神科医療を支援する活動を行い、その後は、災害によ

って生じたストレス反応等に対する心理的ケア等を行います。

２）編成方針 
県内外で活動できるＤＰＡＴを編成するため、平素から精神科医療の中核的機関

としての役割を担っている精神科病院へ働きかけ、やまと精神医療センター、奈良

県立医科大学附属病院、県精神科病院協会等の関係機関との連絡体制を確立します。

また、活動にあたっては、医療救護班や保健支援班との連携も重要となります。

３）派遣実績 
表４ ＤＰＡＴの派遣実績

災害名 派遣先 派遣期間 班数（班） 実人数（人）

東日本大震災 宮城県気仙沼市 平成 年６月 日～９月 日

紀伊半島大水害 奈良県十津川村 平成 年９月８日～ 月２日

（７）奈良県広域災害・救急医療情報システム

災害時に迅速な対応が可能となるよう、病院の診療可否情報、受入可能患者数及び

ライフライン稼働状況等の被災情報を相互に収集・提供するシステムを運用しており、

国の広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ（イーミス）※３：

）とも連係させています。

（８）医薬品等の備蓄体制

県では、関係機関、団体と協定を締結し、災害発生後３日間において、医薬品、医

療機器、医療用ガス、血液製剤等の供給体制を確保しています。

（９）人工透析患者等、災害時に支援が必要な患者への対応

人工透析が必要な患者は、災害時であっても継続して透析を実施する必要があるた

め、電気･水道等ライフラインの確保が重要となります。

奈良県広域災害・救急医療情報システムでは、各病院が透析患者の受入の可否を入

力できるようになっています。

※３ 厚生労働省が整備する、災害時に被災した都道府県を越えて医療機関の稼働状況など災害医療に関わる情報を共有

し、被災地域での迅速且つ適切な医療・救護に関わる各種情報を集約・提供することを目的としたシステム 

主要な疾病・事業ごとの保健医療体制

災害医療

（４）医療救護班

１）定義 
災害発生直後に活動する災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に続き、被災地におい

て活動する医療チームで、医療機関、医療関係団体の協力を得て、県、市町村、県

医師会、県病院協会、日本赤十字社等が編成、派遣します。

災害現場や救護所において、患者の応急処置・トリアージ、避難所や被災地の巡

回診療等の医療救護活動を行います。

班の構成は医師１～２名、看護師２名、事務１名を標準とし、必要に応じて薬剤

師や保健師等を増員します。

２）編成方針 
県は、奈良県立医科大学附属病院等の災害拠点病院を中心に医療救護班を編成す

るとともに、災害時における協定に基づき医療関係団体と協議し整備を図ります。

市町村においても、地区医師会等の医療関係機関と協議し、医療救護班の整備を

図る必要があります。

また、医療救護活動を円滑に行うためには、市町村、県医師会、地区医師会、県

病院協会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県精神科病院協会、日本赤十

字社奈良県支部等の関係機関との連絡体制の整備が重要となります。

３）派遣実績 

表２ 医療救護班の派遣実績

災害名 派遣先 派遣期間 班数（班） 実人数（人）

東日本大震災 宮城県気仙沼市 平成 年３月 日～６月３日

紀伊半島大水害 奈良県十津川村 平成 年９月８日～ 月 日

熊本地震 熊本県熊本市 他 平成 年４月 日～５月 日 ※

※日本赤十字社奈良県支部と協調して派遣

（５）保健支援班

１）定義 
保健師及び行政に係わる医療技術職（薬剤師、管理栄養士等）は、地域住民の健

康状態や生活状態を分析し、健康課題の予防と対策のために、環境整備や保健指導、

健康相談、健康教育等在宅要支援者の家庭訪問等を行います。

２）編成方針 
保健支援班は、県が中心となってチームを編成します。また、健康相談活動を円

滑に行うためには、市町村、県医師会・地区医師会、県歯科医師会、県看護協会、

県薬剤師会、県病院協会、県精神科病院協会等の関係機関との連絡体制を整備する

とともに、地元自治会等の住民組織と調整を図ることが重要となります。
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主要な疾病・事業ごとの保健医療体制

災害医療

今後は、継続して特定の治療が必要な難病患者等、災害時に支援が必要な患者やそ

の家族に対して、的確な医療情報を提供する体制の確保が必要となります。

（ ）保健医療活動の総合調整

県は、大規模災害発生時に保健医療活動の体制整備のため、医療関係団体や他都道

府県等からの保健医療活動チームの受援調整や、県内で活動する保健医療活動チーム

の派遣調整等の総合調整を行う保健医療調整本部を設置します。

１．目指すべき方向性

災害の規模や種類に応じて、急性期の期間や必要とされる医療の内容は変化します。

災害の状況に応じ、関係機関が連携して必要な医療が確保される体制を構築していく

必要があります。

（１）災害急性期（災害発生から概ね１週間以内）

○災害拠点病院を中心とした被災地域における医療の確保

○必要に応じたＤＭＡＴの派遣等、被災地域への医療支援

○災害現場で対応困難な重症患者の搬送手段の確保

○災害時に支援が必要な患者への的確な情報提供体制の確立

（２）急性期以降

○ＤＭＡＴから医療救護班、保健支援班、ＤＰＡＴへの円滑な業務の引継

○住民の健康を確保するための、救護所・避難所等における健康管理

２．施策

（１）災害拠点病院の機能強化

東日本大震災の発生後に出された国の通知（「災害発生時における医療体制の充実

強化について」（平成 年３月 日厚生労働省医政局長通知））、熊本地震の発生

後に出された国の通知（「災害拠点病院指定要件の一部改正について」（平成 年

３月 日厚生労働省医政局長通知））等を踏まえ、以下の機能強化を進めます。

○診療機能を有する施設の耐震化、ヘリコプター離発着場の設置、衛星電話の保有

等、施設・設備の整備

○市町村、消防、警察等、他の機関との連携を想定した災害医療訓練の実施

○ＤＭＡＴチーム要員の確保

○被災後、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行い、整備さ

れた業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修及び訓練の実施

（２）ＤＭＡＴチームの派遣体制の整備

○平時も含めた関係機関の情報共有・連絡体制の確立

○迅速な派遣を行うための研修・訓練等の実施
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主要な疾病・事業ごとの保健医療体制

災害医療

（３）災害現場で対応困難な重症患者の搬送手段の確保

○奈良県ドクターヘリの活用および和歌山県、三重県ドクターヘリとの広域的な連

携体制を構築し、紀伊半島における災害医療体制の強化

（４）保健医療活動の総合調整

○医療関係団体や他都道府県等からの保健医療活動チームの受援調整や、県内で活

動する保健医療活動チームの派遣調整等の総合調整を行う保健医療調整本部の

設置

○保健医療調整本部において、医療ニーズの把握や、医療支援チームの活動調整等

を行うため、災害医療コーディネーターの設置を検討

○搬送が必要な小児・妊産婦の情報を収集し、被災地内の適切な医療機関への搬送

コーディネートや被災地外への搬送方法、受け入れ体制の情報を収集する小児周

産期リエゾンの設置を検討

（５）災害時に支援が必要な患者・家族等に対する情報提供体制の確立

○奈良県広域災害・救急医療情報システムの機能拡充

○関係機関の情報共有・連絡体制の確立

（６）災害時の精神医療提供体制の確立

○災害拠点病院である奈良県立医科大学附属病院を災害拠点精神科病院として位

置づけ

○災害精神医療に対応できるよう、やまと精神医療センターなどを中心としてＤＰ

ＡＴを整備

○精神保健福祉センターを中心に、精神医療従事者等を対象とした研修会の開催な

ど人材育成の実施

（７）救護所・避難所等の運営体制や保健支援に係る関係職種（保健師、薬剤師、歯科

衛生士、管理栄養士等）のコーディネート機能の確立

○医療救護班の派遣調整を行う保健医療調整本部の設置

○保健支援班に係る関係職種（保健師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士等）のコ

ーディネート機能を整備

○ＤＰＡＴ活動マニュアルに基づき災害により機能しなくなった精神科医療機関

の機能を補完、被災者のストレス反応等への対応

○健康管理を行う医療従事者の確保

１．数値目標の詳細

指標 現状値
目標値

計画最終年度
出典等

全ＤＭＡＴ指定病院におけるＤＭＡＴチー
ムの整備数

チーム
（平成 年 月時点）

チーム
奈良県地域医療連携
課による調査

主要な疾病・事業ごとの保健医療体制

災害医療

今後は、継続して特定の治療が必要な難病患者等、災害時に支援が必要な患者やそ

の家族に対して、的確な医療情報を提供する体制の確保が必要となります。

（ ）保健医療活動の総合調整

県は、大規模災害発生時に保健医療活動の体制整備のため、医療関係団体や他都道

府県等からの保健医療活動チームの受援調整や、県内で活動する保健医療活動チーム

の派遣調整等の総合調整を行う保健医療調整本部を設置します。

１．目指すべき方向性

災害の規模や種類に応じて、急性期の期間や必要とされる医療の内容は変化します。

災害の状況に応じ、関係機関が連携して必要な医療が確保される体制を構築していく

必要があります。

（１）災害急性期（災害発生から概ね１週間以内）

○災害拠点病院を中心とした被災地域における医療の確保

○必要に応じたＤＭＡＴの派遣等、被災地域への医療支援

○災害現場で対応困難な重症患者の搬送手段の確保

○災害時に支援が必要な患者への的確な情報提供体制の確立

（２）急性期以降

○ＤＭＡＴから医療救護班、保健支援班、ＤＰＡＴへの円滑な業務の引継

○住民の健康を確保するための、救護所・避難所等における健康管理

２．施策

（１）災害拠点病院の機能強化

東日本大震災の発生後に出された国の通知（「災害発生時における医療体制の充実

強化について」（平成 年３月 日厚生労働省医政局長通知））、熊本地震の発生

後に出された国の通知（「災害拠点病院指定要件の一部改正について」（平成 年

３月 日厚生労働省医政局長通知））等を踏まえ、以下の機能強化を進めます。

○診療機能を有する施設の耐震化、ヘリコプター離発着場の設置、衛星電話の保有

等、施設・設備の整備

○市町村、消防、警察等、他の機関との連携を想定した災害医療訓練の実施

○ＤＭＡＴチーム要員の確保

○被災後、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行い、整備さ

れた業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修及び訓練の実施

（２）ＤＭＡＴチームの派遣体制の整備

○平時も含めた関係機関の情報共有・連絡体制の確立

○迅速な派遣を行うための研修・訓練等の実施
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